
平成 15 年 6 月 24 日 

 
 

全国銀行協会の｢住宅金融公庫の平成 16 年度 
予算要求に関する要望｣について 

 
 

◎要望の内容 

 
１．融資業務の縮小を一段と明確にすべく、平成 16 年度の事業計

画は、平成 14 年度の融資実績等を踏まえて前年度比大幅に縮減

するとともに、融資限度割合の一段の引下げや特別加算の廃止

を含めた融資限度額の引下げを図ること。 
 
２．貸出金利および業務委託手数料について、私どもがこれまで提

言・要望してきたとおり、市場メカニズムに基づく設定に見直

すこと。 
 
３．証券化支援業務の推進にあたっては、民間の創意工夫がより活

かされるよう、バリエーション豊かな保証型の支援業務を拡充

するよう努めること。 
 

以 上 
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○住宅金融公庫は、わが国の住宅ローン市場の１／３超のシェアを

占め、民業補完の域を逸脱しています。 
 

 
 
 

 

資料１ 住宅ローン市場における住宅金融公庫のシェア(推移) 
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資料：日本銀行｢金融経済統計月報｣より作成 
(注) 計数は個人向け住宅ローン。2002 年度は 2002 年 9 月末の計数。 
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○住宅金融公庫の融資は、政府からの補給金（国民負担）に支え

られています。 
 

 

資料２ 住宅金融公庫に対する一般会計からの補給金等 
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資料：住宅金融公庫｢住宅金融公庫年報｣等より作成 

(注 1)補給金等とは、補給金に交付金（住宅金融公庫法附則第 15 項の規定により、特別損失金を埋めるために､

一般会計から公庫に交付されるもの）を加えたもの。  

(注 2)グラフは､それぞれの期間(10 年間)の補給金等(決算ベース)の累計額。 

 

 

2001 年度(決算ベース)   ：4,405 億円

2002 年度(当初予算ベース)：3,759 億円

2003 年度(当初予算ベース)：3,644 億円

0.8 兆円 

3.7 兆円

4.7 兆円 
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○住宅金融公庫の融資限度額は 80 年代後半から倍々増しており、融

資限度額の見直し（引下げ）がさらに必要です。 
 

 
資料３ 住宅金融公庫の個人向け融資限度額の推移 
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資料：住宅金融公庫｢住宅金融公庫 50 年史｣等より作成 

(注)｢個人向け融資限度額｣とは、優良分譲住宅基本融資額＋大都市加算(東京圏)・ゆったりマイホーム加算 

(東京圏)･生活空間加算額のいずれか＋特別加算額（大型住宅加算）。 
 
 
 

資料４ 住宅金融公庫の個人向け融資限度額とマンション価格推移 

 

 個人向け融資限度額 首都圏マンション平均価格 融資限度額比率 

1980 年度 １，０００万円 ２，５４２万円 ３９．３％ 
1985 年度 １，４８０万円 ２，６９３万円 ５５．０％ 
1990 年度 ２，６８０万円 ６，２１４万円 ４３．１％ 
1995 年度 ３，５６０万円 ４，１４８万円 ８５．８％ 
2000 年度 ４，１２０万円 ４，０２７万円 １０２．３％ 
2001 年度 ３，４２０万円 ４，０３３万円 ８４．８％ 
2002 年度 ３，０２０万円 ４，０２３万円 ７５．１％ 

 

資料：住宅金融公庫｢住宅金融公庫 50 年史｣、住宅金融月報等より作成 
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○閣議決定により、住宅金融公庫の融資業務の縮小が求められて

います。 
 

 

資料５ 特殊法人等整理合理化計画（平成 13 年 12 月 19 日閣議決定）抜粋 

 

各特殊法人等の事業及び組織形態について講ずべき措置 

事業について講ずべき措置 

【住宅資金融通事業等（融資、保険）】 

○融資業務については､平成 14 年度から段階的に縮小するとともに､利

子補給を前提としないことを原則とする。 

○融資業務については､民間金融機関が円滑に業務を行っているかどう

かを勘案して､下記の独立行政法人措置の際、最終決定する。なお、

公庫の既往の債権については､当該独立行政法人に引き継ぐ。 

○貸付資産等のリスク管理及び引当金の開示については､適切に実施す

る。 

○金利の決定については、政策的必要性等を踏まえ､決定責任主体を明

確にする。 

○政策金融について評価手法を検討し、その結果を事業に反映させる仕

組みを検討する。特に繰上償還を含めた政策コストを明示する。 

 

 

住宅金融公庫 

組織形態について講ずべき措置 

●５年以内に廃止する。また、住宅金融公庫が先行して行うこととして

いる証券化支援業務については、これを行う新たな独立行政法人を設

置する。 
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○民間金融機関は住宅ローンに積極的に取組み、融資を増加させ

ています。 
 

 

資料６ 住宅金融公庫と国内銀行の新規住宅ローン融資実行額(比較) 

 
                                (単位：億円、％) 

 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度
平成 14 年度 

（上期） 

平成 14 年度

（下期） 

住宅金融公庫 106,192 87,663 60,747 19,180 11,345 

(2 業態間 

シェア) 
45.8 41.0 29.2 20.4 12.2 

国内銀行 125,503 126,330 147,447 74,904 81,922 

(2 業態間 

シェア) 
54.2 59.0 70.8 79.6 87.8 

 
資料：住宅金融公庫｢住宅金融公庫年報｣、日本銀行｢金融経済統計月報｣より作成 
(注) ２業態とは、住宅金融公庫と国内銀行。 

 
 
 

○住宅着工戸数と比べ、住宅金融公庫の個人向け融資の応募は

急減しています。 
 

 
資料７ 住宅着工戸数と住宅金融公庫の個人向け融資の募集結果 
 

年 度 平成 13 年度 平成 14 年度 増 減 

住宅着工戸数 1,173,170 戸 1,145,553 戸 ▲27,617 戸 
(▲２．４％) 

公庫の個人向け 
融資の募集結果 182,610 戸 72,368 戸 ▲110,242 戸 

(▲６０．４％) 
 

資料：住宅金融月報、住宅金融公庫ホームページより作成 

 

 



 6

○住宅金融公庫の事業計画は、実績に比べて過大です。 

 

 

資料８ 住宅金融公庫の事業計画および融資契約実績 
 

 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 

計 画 ５５万戸 ５５万戸 ５０万戸 ３７万戸 

実 績 ４８．７万戸 ３１万戸 

住
宅
戸
数 (率) (88.6％) （56.4％） 

N.A.  

計 画 11 兆 1,643 億円 10 兆 6,131 億円 8 兆 1,442 億円 5 兆 7,493 億円

実 績 9 兆 408 億円 5 兆 2,496 億円

 

（
融
資
額
） 

事
業
費 

(率) （81.0％） （49.5％） 
N.A. 

 

 
資料：住宅金融公庫｢住宅金融公庫年報｣等より作成 
(注) 計画は当初計画ベース。 

 

○住宅金融公庫は、財投使い残しのトップ機関です。 
 

 

資料９ 財投における使い残し機関ランキング（平成 13 年度運用残額） 

                           （運用残額 1,000 億円以上） 

機 関 名 運用残額 全体に占めるシェア 

住宅金融公庫 5 兆 7,682 億円 ７４．６％

国民生活金融公庫 3,470 億円 ４．５％

国際協力銀行  3,411 億円 ４．４％

日本政策投資銀行  3,217 億円 ４．２％

中小企業金融公庫 2,491 億円 ３．２％

地方公共団体 1,949 億円 ２．５％

年金資金運用基金 1,285 億円 １．７％

社会福祉・医療事業団 1,149 億円 １．５％

その他 2,696 億円 ３．５％

計 7 兆 7,350 億円 １００．０％

     資料：平成 13 年度財政投融資資金運用報告 
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○証券化支援業務の推進にあたっては、民間の創意工夫がより活

かされるよう、バリエーション豊かな保証型の拡充が必要です。 
 

 

資料 10 住宅金融公庫｢証券化支援事業｣の基本的なスキーム 

 

【買取型】 

  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【保証型】 
 

 
 

 

顧 客 

(債務者) 金融機関等 

投 資 家 

①長期･固定金利の

住宅ローン貸出 

⑥元利金返済 

 (任意繰上償還を含む) 

住宅金融公庫 
⑤買取代金支払 

②債権売却 

⑥回収金受渡 ⑤
債
券
発
行
手
取
金 

信託会社 

③債権信託 

④担保 

④債券発行（MBS） 

顧 客 

(債務者) 
金融機関等 

信託会社 

住 宅 金 融 公 庫 

特定目的会社 投資家 

①長期･固定金利の

住宅ローン貸出 

②住宅融資保険 

⑤信託受益権売却 

③債権信託 

⑦買取代金支払 

④信託受益権 

⑦特定社債発行手取金

⑥特定社債発行 

⑧期日どおりの

元利払い保証 

(注)上図は、｢信託｣及び｢特定目的会社｣を使用した場合の事例である。

資料：住宅金融公庫｢平成 15 年度予算案の概要｣ 

 

（注）現在予定されている「保証型」は、①住宅融資保険の付保が必須、②証券化の 
スキームにバリエーションが乏しい等、その普及に課題があるとの指摘があります。

⑥債券の元利金支払 


